（様式1）
平成27年　　月　　日

環　境　省
○○地方環境事務所長　宛て
（都道府県名）印

（市町村名）印
（市町村名）印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　※申請に当たっては、都道府県と２以上の市町村が連携して申請することが必要です。
小型電子機器等リサイクルシステム構築実証事業
（第二次都道府県連携型）事業申請書
　標記の件について、次のとおり必要書類を添えて申請します。

	（都道府県名）
	担当者名（ふりがな）
	

	
	担当部署名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	E-mail
	


	（市町村名）
	担当者名（ふりがな）
	

	
	担当部署名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	E-mail
	

	（市町村名）
	担当者名（ふりがな）
	

	
	担当部署名
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	E-mail
	


※市町村名の表が足りない場合は、適宜表を追加して記入ください。

（様式2）
小型電子機器等リサイクルシステム構築実証事業
（第二次都道府県連携型）事業計画書

１．全体計画
	（作成注）
・回収対象市町村及び回収体制について、小型家電リサイクルの取組の現状を踏まえた上で全体計画を作成してください。

・使用済小型家電の回収から運搬、中間処理に至るまでのフローを作成の上、各実施内容について具体的に提案してください。また、事業規模（目標回収量等）についても概算で構いませんので提示してください。
・事業の実施に当たり、連携を予定している事業者（中間処理業者・収集運搬業者等）がいればこの欄に記載してください。
・予算書に計上した費用の詳細事項についてはこの欄に記載してください。
・既に国の実証事業に参加したことのある市町村（平成20年度～平成23年度に実施したモデル事業を含む）については、既存の事業概要と今回新たに取り組む内容を明記してください。

・これまで国の実証事業やモデル事業には参加していないものの、市町村独自の事業として使用済小型家電の回収を行っている市町村については、既存の取り組み内容を明記するとともに、今回申請する目的と効果を明記してください。
（A4版２枚程度）。



２　　使用済小型電子機器等の回収及び運搬

	（作成注）
・上記全体計画のうち、使用済小型家電の回収に係る計画として、回収対象品目、回収の方法、頻度等の具体的内容についてご提案下さい。
・複数市町村の連携による回収方法の効率化について、その方法をご提案下さい。
（A4版１枚程度）



３　　中間処理、有用金属の回収

	（作成注）

・使用済小型家電の中間処理、有用金属の回収について、どのような方法で実施するか、可能な範囲で具体的に明示してください。

（A4版１枚程度）




４　　市町村が検討する課題等
	（作成注）

市町村が実証事業の実施中に検討する課題等を記載してください。

　（例）
　・市町村の回収品目の拡大（ピックアップ回収の促進等）の検討

　・市町村の回収コスト削減や効果的な仕分け・引渡しに関する検討

　・退蔵された低品位小型家電排出促進のための回収方法の検討
（その他の検討課題についても記入ください）
・休日・時間外回収方法の検討
　・効果的・効率的な広報の検討
（A4版１枚程度）




５　　都道府県が検討する課題等
	（作成注）

都道府県が実証事業の実施中に検討する課題等を記載してください。

　（例）

　・都道府県としての検討会開催、広報や情報発信等
　・ランニングコストの低減のための市町村の共同回収・引渡しの検討
（その他の検討課題についても記入ください）
（A4版１枚程度）




（様式3）

予算書
１　実証事業で必要となる費用　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	区分
	予算額
	備考

	（例）

（事業対象）

広報チラシ印刷費
ボックス購入費

のぼり作成費
検討会に係る会場借上費
検討会に係る旅費
検討会に係る印刷費

都道府県の広報（ＨＰコンテンツ

更新）

等
	200 

2,000
100

　　　　　　200
　　　　 1,000
　　　　　　100
　　　　　　500
	カラー片面●枚印刷（うち、○○市●枚、○×町●枚）
ボックス単価５万円×40個（うち、○○市●台、○×町●台）
2,500円×40本（（うち、○○市●本、○×町●本））
○人規模会場、○時間×○回
○名（○県●名、○○市●名、○×市●名）×想定単価

Ａ４用紙○枚×○部
県のＨＰコンテンツ更新１式

	計
	○○○
	


※計画書の選定後、３者見積もりの提出と同時に各費目の詳細な仕様を示していただきますので、予めご検討ください。
※購入費として計上された物品でもその金額、汎用性等によりリース対応となることがあります（例：アームロールコンテナ等）。
※都道府県、市町村ごとに要する経費が分かるように記載してください。
２　備　考
　支援対象として記載したものの一部のみが本事業の対象となった場合、
事業の取り組み内容の変更の有無についてご記入下さい。

例1：本事業の支援内で、事業を実施
例2：公募主体で予算を組み、事業計画のとおり、事業を実施　等
4

